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事業変革におけるエフェクチュエーションの活用 

― 日本交通によるタクシー配車プラットフォームの構築  ― 

 

＜論文要旨＞  

エフェクチュエーション理論は、不確実性が高い状況における有効な意思決

定プロセスとして注目されている。理論が提唱された当初 (Sarasvathy, 2001)

は、起業家個人の意思決定に焦点が当てられていたが、近年、企業レベルまで

理論の拡張が進んでいる。しかし、我々が先行研究を調査したところ、大企業

の変革に焦点を当てた研究は見られなかった。  

 本稿では、保有する豊富な資源の活用と適切な組織マネジメントによって、

エフェクチュエーションを活用し事業変革を行った「日本交通株式会社」を用

いて、単一事例分析を行った。その結果、大企業は、利用可能な資源で制約を

乗り越え、組織を適切にマネジメントすることでエフェクチュエーションを活

用できることを明らかにした。本稿は、大企業の事業変革におけるエフェクチ

ュエーションのさらなる活用法を提案するものである。  
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1．はじめに  

 エフェクチュエーション理論は、不確実性の高い状況において有効な意思決

定プロセスとして提唱されている (Sarasvathy, 2001)。最近の研究では、起業

家個人の意思決定プロセスの文脈だけではなく、企業の文脈まで理論の拡張が

進んでおり、既存企業 (Matalamäki, 2017)や小規模なベンチャー企業、中小企

業、生まれながらのグローバル企業などの文脈で研究が行われている (Dafnis 

et al., 2022)。  

 エフェクチュエーション理論の先行研究を調査したところ、経験や特性、認

知などの起業家個人の特徴に関する議論から出発し、起業家のベンチャー創造

プロセス(Reymen et al., 2015)、中小企業の新製品開発 (Brettel et al., 2014)

のように、段々と組織の意思決定プロセスへ移行しつつある傾向がみられた。  

 しかし、大企業においては、新製品開発や新規事業創造などの創造的なプロ

セスについて議論されつつあるが、資源を豊富にもつ大企業の事業変革に焦点

を当てた研究は見当たらなかった。  

 これは、エフェクチュエーション理論自体が、熟練した起業家個人の意思決

定プロセスから生まれたものであることに起因している。また、先行研究から、

大企業の特徴である①資源の豊富さ、②大規模な組織に生じる問題、③複雑な

制約、の3点があまり言及されていないと読み取ることができた。  

 そこで、我々は、豊富な資源や大規模な組織をもつ大企業の事業変革の場面

においても、先述した3点を組み込むことで、エフェクチュエーションが有効

になるのではないかと考える。大企業が豊富な資源や組織を活かして適切にエ

フェクチュエーションを活用することができれば、より大きな価値を生み出せ

るはずである。そのため、大企業の事業変革において、エフェクチュエーショ

ンがどのように活用されているのかに関するプロセスを解明することは重要な

貢献になると考える。  

 本研究では、単一事例分析によって、大企業における事業変革のプロセスを

分析し、大規模な組織や豊富な資源をもつ企業において起業家の意思決定がど

のように行われているかを明らかにする。本研究で扱う事例は、業界大手のタ
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クシー企業である日本交通株式会社が、保有する豊富な資源を活用し適切に組

織マネジメントを行うことによってエフェクチュエーションを活用し、業界の

制約を乗り越えながら事業変革を行った事例である。  

 我々は、事業変革を行った日本交通株式会社へのインタビューデータと二次

資料をもとに、分析を行う。また、エフェクチュエーションのプロセスを構成

する5つの具体的な原則と照らし合わせることで、事業変革のプロセスの特定

をした。事例分析からは、大企業の事業変革の場面においてもエフェクチュエ

ーションが有効であることが明らかになった。  

 我々の発見から、大企業においてエフェクチュエーションを活用する際に、

①豊富な資源の活用によって課された制約を乗り越え、②適切な組織マネジメ

ントによって、大規模な組織においても柔軟な意思決定と行動を可能にしたこ

とが新たな示唆として挙げられる。  

2．先行研究  

2.1. 「エフェクチュエーション」とは  

 「エフェクチュエーション」とは、Sarasvathy(2001)によって提唱された、

熟達した起業家がイノベーションを成功させるために用いる個人の意思決定プ

ロセスに共通する要素から抽出された理論である。この理論は、手持ちの手段

やネットワークなどの利用可能な手段の組み合わせから行動を起こした後に目

的やゴールを見出していく創発的なプロセスとして提唱されている。また、目

的やゴールに基づいた最適な戦略の選択と計画に基づく従来型の意思決定プロ

セスである「コーゼーション (因果論：causation)」の対概念として位置付けさ

れている。  

 一方、コーゼーションは、予測に基づいて機会を特定し、定めた目的やゴー

ルを実現するための戦略策定を行うことにより、適切な資源配分を可能にする

合理的な意思決定理論である (吉田 , 2022)。コーゼーションは、今日まで経営学

や企業経営の実践において広く用いられてきた。しかし、環境の不確実性が高

い場合や企業の持つ資源が乏しい場合、予測や適切な戦略を行うことが困難で
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あるため、コーゼーションによって最適な意思決定を行うことができない。こ

のようなコーゼーションによる意思決定が困難な場合に有効な意思決定プロセ

スとして提唱されている理論が、エフェクチュエーションである。また、エフ

ェクチュエーションとコーゼーションの関係については、状況に応じて両者を

使い分けるべきものだと言われている (Sarasvathy, 2008)。  

 エフェクチュエーションは、そのプロセスを構成する5つの具体的な原則が

特定されており、それぞれ「手中の鳥の原則」、「許容可能な損失の原則」、

「クレイジーキルトの原則」、「レモネードの原則」、「飛行中のパイロット

の原則」と名付けられている (Sarasvathy, 2008)。  

 

図表1 地方タクシー会社との共創におけるエフェクチュエーション  

手中の鳥の原則  
目的ではなく手元にある手段から自分にできる

ことを考える  

許容可能な損失の原則  
利益の最大化よりもどこまでの損失を許容する

かに基づいて行動する  

クレイジーキルトの原則  
さまざまな関係者が提供する資源を組み合わせ

て新たなものを創る  

レモネードの原則  
困難に直面しても、アイデアや工夫でチャンスに

変える  

飛行中のパイロットの原則  
不確実な状況に対してその時々で柔軟な対応を

していく  

(出所)Sarasvathy(2008)参考に著書作成  

2.2 文献レビュー  

 エフェクチュエーション理論が提唱された (Sarasvathy, 2001)当初より、起

業家個人の意思決定やスタートアップに焦点が当てられており、現在までに理

論の拡張が進み、その初期段階を脱したものの、依然として起業家的企業の研

究と結びついている部分が多い (Dafnis et al., 2022)。その内容は、起業家によ

るベンチャー創造プロセス (Reymen et al., 2015)、中小企業による新製品開発
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(Brettel et al., 2014)や国際化プロセス (Matalamäki, 2017)などが挙げられる。 

 我々はこのような現状を受けて、既存企業がエフェクチュエーションを活用

している場面を明らかにすべく、これまでのエフェクチュエーション研究につ

いて分類を試みた。Web of Scienceのデータベースを用いて”effectuation”の

キーワードを含む 2023年12月までの文献の内容を確認した。文献の検索は

Academic Journal Guide 2021のジャーナルランクにおいて、経営学分野かつ、

4*と4ランクに該当する学術誌に掲載された文献を中心に行った。2023年12月

時点で文献の総数は118本あり、その全ての文献のタイトル・文献のタイプ・

アブストラクトを確認し、分類を行った。その後、3人で分類のタグが分かれ

た文献や分類できなかった文献については、文献の内容を確認し、議論をした

上で分類した。その図表2の分類結果を得ることができた。  

 

図表2 エフェクチュエーションに関する研究の分類  

大項目 小項目 本数 

創造 

イノベーション 1 

新規事業創造 14 

新製品開発 3 

起業 13 

創造でも変革でもない 

不確実性 14 

国際化 6 

問題解決 1 

企業資源の多寡 2 

 起業家精神 40 

 ネットワーク 5 

 レビュー 9 

 その他 10 

 合計 118 

 

この中で起業家やベンチャー、スタートアップではなく既存企業におけるエフ
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ェクチュエーションの研究されていた文献は、「新製品開発」の中で2件、「不

確実性」の中で4件、「国際化」の中で4件、「企業資源の多寡」の中で1件の、

合計11件のみであった。さらに、我々はこの分類に創造か変革かそれ以外かと

いう分類指標を導入する。起業家個人に焦点が当たっている「起業家精神」と

「レビュー」を除き、小項目を、「創造に関する文脈」「変革に関する文脈」

「創造でも変革でもない文脈」の3つの大項目に分類した。この分類は、新規

事業や新製品など何かを生み出すプロセスに関する文献が「創造に関する文献」、

起業家個人がいかにして不確実性を認識するかや起業家個人がいかにしてネッ

トワークを利用するか、企業資源の多寡がエフェクチュエーションの実践に与

える影響などが「創造でも変革でもない文脈」に分けられ、本研究における調

査範囲の中で「変革に関する文脈」に分類されるエフェクチュエーション研究

が見られないことがわかった。  

 これは、エフェクチュエーション研究の対象の多くが新興企業で、意思決定

が個人に存在するため、変革という状況が新興企業では起こり得ないことに起

因する。  

 一方、既存企業は新興企業と比べて資源を多く保有するため、手持ちの手段

から始めるエフェクチュエーションをより有効に活用できるはずだが、資源を

多く保有する既存企業がどのようにフェクチュエーションを活用して事業を変

革するかは明らかにされていない。  

 また、大企業のエフェクチュエーションにおいては、組織規模の大きさや複

雑さに起因して、組織が階層化された大規模な企業になるほど、より上位の意

思決定者と現場の実行者は分離される傾向があるため、組織全体としてエフェ

クチュエーションを活用することは難しい (吉田 ,2022)とされており、大企業は

エフェクチュエーションの実践にあたってこの問題に対処する必要があること

が示唆される。  

 加えて、先行研究では企業の外部環境がエフェクチュエーションに与える影

響について、エフェクチュエーション理論は起業家個人の内的プロセスをモデ

ル化するものであるため、結果に影響を与える外部当事者 (共創者、ライバル、

制度など)について深く掘り下げる必要がある (Arend et al.2015)と指摘されて

いる。特に、大企業に制約を課す制度などの環境がエフェクチュエーションに



 

- 6 - 
 

どのように影響するのかは明らかになっていない。  

3．本研究の目的  

 前節の文献レビューより、これまでのエフェクチュエーション研究において

大企業によるエフェクチュエーションがほとんど扱われてこなかったことが明

らかになるとともに、大企業におけるエフェクチュエーションの適用方法を調

べるためには、先に述べた 3 点の要素を組み込む必要があることがわかる。第

一に、豊富な資源の活用、第二に、大企業特有の階層的な組織構造、第三に、

制度が企業に課す制約である。そこで、先行研究では見られなかった大企業に

おけるエフェクチュエーションのプロセスに大企業固有の要素がどのように影

響するかを示すことで、先行研究の拡張を目的とする。そのため、我々は、エ

フェクチュエーションのプロセスにこれら三要素を組み込んだフレームワーク

として、以下のプロセス図を用いる。  

 

図表 3 エフェクチュエーションと組織変革のプロセス図  

 

 

 このフレームワークは、手持ちの手段を活用して様々なパートナーと共創を

繰り返しながら進んでいく創発的なプロセスとしてのエフェクチュエーション
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の流れを表すとともに、このプロセスに対応した組織設計による組織構造の変

遷を示している。  

4．方法  

4.1. リサーチデザインとケースの選択  

 本研究では、先行研究で着目されていない大企業に焦点を当て、事業変革プ

ロセスをより詳細に解明するため、単一事例の分析を行う。  

 ケースには、大企業でありながらも、保有する豊富な資源の活用で制約を克

服し、適切な組織マネジメントを行うことでエフェクチュエーションを活用し

た日本交通株式会社 (以下、日本交通 )の事例を調査対象とした。  

 また、フレームワークとして前節で示した図表 3 を用いて、資源活用、組織

設計、制度による制約の 3 点が日本交通のエフェクチュエーションプロセスの

中でどのように作用しているかを分析する。  

4.2. データ収集  

 分析には、インタビューデータ、公刊資料や二次情報を用いる。我々は、日

本交通に対して、2022 年 8 月、10 月、2023 年 12 月の全 3 回のインタビュー

を行い、いずれも日本交通広報秘書副部長の方を相手に実施した。1 回あたり

の時間は 60 分から 80 分、zoom を用いて行った。インタビューでは調査員 3

名が同席し、うち 1 人がインタビュアーに、2 人が記録を行った。インタビュ

ー実施直後に、インタビューの文字起こし (計 70,764 字)を行い、得られた情報

に抜け漏れがないよう、インタビューノートにまとめた。  

 また、公刊資料や二次情報によるデータをまとめ、Sarasvathy(2008)による

エフェクチュエーションの 5 原則の定義に沿って、日本交通のエフェクチュエ

ーションに関する情報をまとめた。  
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4.3. データの分析  

本研究では、日本交通が豊富な資源を活用してどのように外部の制約を乗り越

えたか、どのような組織マネジメントを行いエフェクチュエーションを活用し

たかを解明する。  

 日本交通が属するタクシー業界では、法律による 2 つの制約がある。しかし、

日本交通は制約があるにも関わらず、資源と組織を活用することで 4 段階の意

思決定プロセスを行っている。  

 我々は、各段階において、エフェクチュエーションのプロセスを構成する 5

つの原則と照らし合わせることで、日本交通の事業変革を分析する。そこから

得られた情報をもとに、保有する手持ちの手段、各段階における組織構造の変

化、大企業固有の複雑な制約の観点から、それらの関連性をプロセス図を作成

することで明らかにする。。  

5．事例：日本交通におけるエフェクチュエーションの活用  

 日本交通は配車アプリから配車プラットフォームへ発展させていく中で、4

つの大きな意思決定を行った。第 1 期：「資源の形成と蓄積」第 2 期：「地方

タクシー会社との共創」、第 3 期：「都内タクシー会社との共創」、第 4 期：

「競合配車プラットフォーム企業との共創」である。配車アプリを段階的に拡

大していくタイミングでの意思決定プロセスを、説明していく。そして、それ

らの意思決定がどのような資源を活用して行い、どのような組織マネジメント

を行ったのか、エフェクチュエーションの活用の観点から分析を行う。  

5.1. 日本交通の概要  

 日本交通は、1928 年に創業した老舗タクシー会社で、日本最大手のタクシー

会社だ。当事例において、エフェクチュエーションの意思決定プロセスによっ

て事業変革を主導した川鍋一朗 (以下、川鍋氏)は、日本交通創業者である川鍋

秋蔵を祖父にもつ 3 代目社長であり、2000 年の日本交通入社後、2005 年に代
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表取締役、2015 年には代表取締役会長に就任した (2023 年 11 月に退任)。また、

日本交通子会社であった Japan Taxi の代表取締役を 2020 年まで務めた後、

Mobility Technologies(現株式会社 GO)会長に就任。さらに、2017 年には全国

ハイヤー・タクシー連合会会長に就任し、2024 年 1 月現在まで継続して務め

ている。  

5.2. 背景  

業界の規制が企業の経営に制約をかける日本のタクシー業界において、日本交

通がエフェクチュエーションを活用して起こした事業変革を、3 度の変革を伴

う 4 段階のプロセスとして図表 1 のフレームワークに沿って記述する。このフ

レームワークは、事業変革に伴って変化する日本交通の組織構造と、日本交通

が手持ちの手段によってどのように制約を乗り越え事業変革を起こすかを表す

とともに、事業変革のプロセスにエフェクチュエーションの 5 原則がどのよう

に影響していたかを示す。  

5.3. 事業変革のプロセス 

5.3.1. 意思決定課題①：資源の形成と蓄積  

第 1 段階は事業変革のための下準備段階と言える。2005 年から 2010 年頃、

リーマンショックから続いていた経営危機を乗り越えた川鍋氏が代表取締役と

なった日本交通は、IT 技術の開発に注力するため、グループ会社にいたエンジ

ニア部門に積極的に投資し、タクシーの無線配車システムなどを自社で開発し

ていくようになった。さらに技術力や資本を活かしてこの頃からキッズタクシ

ーや陣痛タクシー、ケアタクシーなどの新規事業を複数展開していた。(手中の

鳥の原則) 

このような事業展開について川鍋氏は、社会性や新規性のある事業であれば

とにかく挑戦することを重視している。このように始めた事業の 1 つに、本研

究で取り上げる事業変革のもととなるタクシー配車アプリ「日本交通タクシー
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配車」があった。日本交通のタクシーを配車するためのサービスで、スマート

フォン向けアプリでタクシーを呼ぶことができる日本初のサービスである。こ

のタクシー配車アプリの事業展開について川鍋氏はインタビュー記事で次のよ

うに語っている。：  

「もし『参入が早すぎた』と気づいた場合でも、本当に将来的な可能性

や社会的意義があるのであれば、損が出ない程度の小さな体制で継続す

ることも大切です。」 1 (許容可能な損失の原則 ) 

タクシー会社でありながら社内のエンジニア積極的に活用して技術開発に取

り組んだことや、資源を活用して新規事業を小規模に複数展開していたことが

資源の形成と蓄積をもたらし、その後の事業変革によるエフェクチュエーショ

ンにおける豊富な資源の利用にも大きく影響した。また、当時の組織環境に注

目すると、エンジニアとドライバー、オペレーターなどの複数の部署が物理的

にも心理的にも距離が近い環境にあったことで、現場のドライバーたちの意見

をしっかりと取り入れた技術開発を可能にしていた。  

 

図表4 地方タクシー会社との共創におけるエフェクチュエーション  

手中の鳥の原則  

【自分は何者か】  

・老舗タクシー会社の3代目社長  

【何を知っているか】  

・社内で開発されたデジタル技術  

【誰を知っているか】  

・社内のエンジニア人材  

許容可能な損失の原則  
タクシー事業で賄える損失で複数事業を展開して

機会を探る  

5.3.2. 意思決定課題②：地方タクシー会社との共創  

日本交通が自社の営業エリア内で、「日本交通タクシー配車」を展開してい

る中、営業エリア外のタクシー会社から、タクシー配車のシステムを売ってほ

しいと提案された。この提案に対して、日本交通は、配車システムを売却する
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のではなく、システムをプラットフォーム化し、そこに他社を呼び込むことに

し、タクシー配車プラットフォームである「全国タクシー配車」を 2011 年 12

月にリリースした。  

さらに、日本交通は手持ちの手段を大いに活用してプラットフォームの価値

を高めていく。そうした手段の 1 つに、川鍋氏が持つ先代からの他のタクシー

会社とのネットワークや信頼関係がある。このネットワーク・人脈の強さにつ

いて、川鍋氏は以下のように述べている。：  

「日本交通はうちの祖父の代からやっていますし、『新しいことをやり

ます』と言うと「川鍋さんがやるなら、とりあえず乗っておくか」と言

ってくれるタクシー会社さんが全国で 3 分の 1 くらいいました。」 2 

日本交通は自社の営業エリア外である地方のタクシー会社にプラットフォー

ム化したタクシー配車アプリへの参加を依頼し、配車対応エリアを拡大してい

った。日本交通が蓄積していたネットワークに加えて、タクシー配車の技術を

開発するだけでなく事業化することができていたことで他社が価値を認識しや

すい資源を構築していたこともパートナー獲得を促進した一因と言えるだろう。 

また、企業ごとに異なるタクシー車両のシステムを共通のプラットフォーム

につなげるためには、システムを調整する必要があった。日本交通は IT エン

ジニアを社内に揃えていたことで各企業のシステム調整を可能にし、他社のプ

ラットフォーム参入をサポートすることができた。さらに、日本交通が開発し

た電子決済機能付きタブレット端末の技術を活用して、資本がなく電子決済の

導入が困難な中小タクシー会社の電子決済導入を可能にすることで、プラット

フォームへの参加を促進した。配車プラットフォームに加え、適切な IT 技術

を持った人材とタクシー事業に特化した技術を保有し、同業他社への多様なネ

ットワークを有するという、豊富な資源を生かしてサービスの拡大を実現した

のだ。(手中の鳥の原則) 

 川鍋氏は、こうしたプラットフォームの拡大戦略を、既存のタクシー事業

の利益でカバーできる損失で進めていたということを明言しており、これは日

本交通が一貫している点である。 (許容可能な損失の原則 ) 

そしてこの戦略は、道路運送法 20 条「一般旅客自動車運送 (タクシー)事業者

は、発地及び着地のいずれもがその営業区域外に存する旅客の運送をしてはな
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らない」というタクシーの営業エリアの制約を逆手に取ったものだと言える。  

日本のタクシー企業は営業を許可されているエリアが限定されているため、

日本交通のみでは配車アプリを全国展開することが不可能だが、エリアが重な

らない他社とは競合せずに、いち早く協力関係を築くことができた。地方のタ

クシー会社にとっても、アプリをいち早く導入することで、他社と差別化を図

ることができた。さらに、日本交通のユーザーと地方タクシー会社のユーザー

がプラットフォーム上で共有されることで、お互いにメリットを享受すること

ができる。営業エリアの制限という制約をてこにしてパートナーを獲得してい

ったのだ。(レモネードの原則)  

こうしたプロセスを経て、地方でのタクシー配車プラットフォームの提供が

進み、提供台数が増えればユーザー数も増えるという好循環が生まれた。地方

タクシー会社という同業他社をパートナーとして獲得し、パートナーと共存す

るプラットフォームを構築することで、都内だけで利用可能だった日本交通の

タクシー配車アプリを日本全国で利用可能なサービスへと変革させていった。

(クレイジーキルトの原則 ) 

また、日本交通はプラットフォームを全国へ拡大していく中で、2015 年 8

月に IT エンジニアが所属する部署を Japan Taxi として子会社化し、日本交通

本社から分離した組織としてプラットフォームの運営を担うようになった。既

存事業の変革でエフェクチュエーションを適用する場合、それまでのコーゼー

ションでの意思決定に慣性が働いたり、他部署とのコンフリクトによって、意

思決定のスピードが遅くなる。日本交通はこのような慣性やコンフリクトを組

織を分離するというマネジメントで回避した。分離によって、経営者である川

鍋氏の意思決定を組織に反映し、組織全体で様々なパートナーとの協力のため

の柔軟性を確保することで、組織の意思決定プロセスにおいてもエフェクチュ

エーションを効果的に活用することができたのだ。  

 このように、プラットフォームとして他社とともにタクシー配車アプリを

共創した結果、アプリの認知度は高まり、2014 年 11 月にはアプリダウンロー

ド件数が 150 万件を突破した。  

 

図表5 地方タクシー会社との共創におけるエフェクチュエーション  
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手中の鳥の原則  

【自分は何者か】  

・老舗タクシー会社の3代目社長  

【何を知っているか】  

・タクシー特有のデジタル技術  

【誰を知っているか】  

・先代から繋がりのある他のタクシー会社  

許容可能な損失の原則  タクシー事業で賄える損失で進める  

クレイジーキルトの原則  

・ITエンジニアの技術力によって配車システムをプ

ラットフォームへと進化させ、地方タクシー会社の

協力を得る  

・電子決済対応端末の技術を活用し、資本が小さい

中小タクシー企業のプラットフォーム参加を実現  

レモネードの原則  
規制があるからこそエリア外の同業他社とは競合

しない  

飛行中のパイロットの原則  

・提供価値向上のために自社の配車システムをプラ

ットフォーム化して、同業他社に提供する  

・プラットフォーム運営組織を子会社化して組織の

柔軟性を確保する  

組織の状態  日本交通と分離した子会社  

5.3.3. 意思決定課題③：都内タクシー会社との共創  

5.4.3. 意思決定課題②：都内タクシー会社との共創  

プラットフォームの全国展開を進めていく中で、ある問題が日本交通を悩ま

せた。  

アプリのユーザー数増加に伴って、日本交通の営業エリアである都内で、タ

クシーの配車供給が追いつかなくなってしまったのだ。ここで第二の制約が障

壁となる。タクシー事業はタクシーの供給台数にも制約があるため、自由にタ

クシーの供給台数を増やすことができないのだ。  

そこで、都内での車両供給を増やすために日本交通がとった戦略は、都内の
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タクシー会社にもプラットフォームを開放し、供給台数を補完させるというも

のだった。  

従来、日本交通が提供するタクシー配車プラットフォームにおいて、日本交

通の営業エリア内では他社の参入を許していなかった。一方で、タクシー適正

化・活性化法により、タクシーの営業台数は規制されており、自由に車両台数

を増やすことはできないため、競合する他社をもプラットフォームに呼び込む

ことに決めた。日本交通は、日本全国どこにいてもすぐにタクシーを呼び出せ

るという体験価値をユーザーに提供することを第一優先とし、都内における日

本交通の独占状態を手放してでもプラットフォームに同エリアの他社を呼び込

むことにしたのだ。 (飛行中のパイロットの原則 ) 

日本交通と競合関係にある都内のタクシー会社をプラットフォームに呼び込

むにあたり、すでに地方のタクシー会社と多くのユーザーを囲い込み、プラッ

トフォームの提供価値が高まっていたことが良い影響をもたらした。日本国内

のタクシー業界は制約も相まって各社の規模の差が小さく、国内トップ規模の

日本交通でさえシェアが 10%ほどだった。タクシー他社が後発で新たにプラッ

トフォームを構築することは至難の業であり、都内のタクシー会社にとってプ

ラットフォームへの参加はタクシーの提供価値向上につながるメリットになる

とともに、いち早くプラットフォームに参入しなければ他社に顧客を奪われて

いくという危機的な状況をも作り出していたのだ。さらに、2017 年に川鍋氏が

全国ハイヤー・タクシー連合会会長に就任したことで、日本交通のもつネット

ワークはさらに広がり、パートナー獲得に積極的に活用された。(手中の鳥の原

則) 

都内タクシー会社のプラットフォーム参加によって、日本交通はタクシー適

正化・活性化法による車両台数の制限という制約を克服した。都内で不足した

タクシー車両の供給が他社によって補完され、ユーザーがタクシーを利用した

いときに配車するまでの時間を短縮した。また、タクシー会社がプラットフォ

ームに新たに参加することで、その企業における顧客のプラットフォーム利用

を促すため、タクシー会社の参加数の増加はプラットフォーム上のユーザー数

の増加にもつながっていた。 (クレイジーキルトの原則 ) 

こうして築き上げた大きな資源であるプラットフォーム事業とネットワーク
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を武器に、都内の競合他社をプラットフォームへ呼び込むことに成功し、第二

の制約をも乗り越えたのだ。こうして、2018 年には、全国で合わせて約 6000

台ものタクシーを呼ぶことができるようになるまでに拡大し、アプリのダウン

ロード件数も 500 万件を超えた。  

このときのプラットフォームを運営していた会社は日本交通の子会社である

Japan Taxi であり、日本交通本体から分離していたことで柔軟な選択を可能に

しただけでなく、タクシー会社としての日本交通と距離ができたことで他のタ

クシー会社との協力関係を築きやすい組織構造になっていた。  

 

図表6 都内タクシー会社との共創におけるエフェクチュエーション  

手中の鳥の原則  

【自分は何者か】  

・タクシー会社の経営者  

・全国ハイヤー・タクシー連合会会長  

【何を知っているか】  

・全国規模のタクシー配車アプリ  

【誰を知っているか】  

・先代から繋がりのある他のタクシー会社  

許容可能な損失の原則  タクシー事業で賄える損失で進める  

クレイジーキルトの原則  
競合する都内タクシー会社を呼び込んでプラット

フォームを強化する  

レモネードの原則  
タクシー車両台数の制限を乗り越えて競合他社を

プラットフォームに参加させる  

飛行中のパイロットの原則  
提供価値向上のために競合他社をプラットフォー

ムに呼び込む  

組織の状態  日本交通と分離した子会社  

5.3.4. 意思決定課題④：競合配車プラットフォーム企業との共創  

日本交通がタクシー配車プラットフォームの全国的な展開に続いて、日本に

は様々な後発タクシー配車アプリが業界に参入してくることとなった。日本交
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通が展開していた「Japan Taxi(現在の GO)」に加え、2018 年には、ソニーグ

ループとタクシー会社 5 社が共同で立ち上げた「S.RIDE」や、DeNA の「MOV」、

中国から来た「DiDi」などのタクシー配車アプリがリリースされた。  

しかし、「Japan Taxi」は、先行して全国に展開していたアプリのプラット

フォームを拡大し続け、タクシー配車アプリ業界で首位を維持し続けることが

できた。そして、それを追いかける形で「S.RIDE」や DeNA の「MOV」が成

長していった。  

タクシー配車の競争が激化する中、日本交通にとって、転機が訪れる。  

きっかけは、DeNA の創業者であり、現会長南場智子 (以下、南場氏)との繋

がりであった。南場氏と川鍋氏は、前職のマッキンゼー時代に上司と部下の関

係であったことから信頼関係のある仲であり、タクシー配車事業においてビジ

ョンが一致したため協力関係を気づくこととなった。 (手中の鳥の原則) 

川鍋氏は当時のことをこう話す。：  

「もともと南場さん (DeNA 創業者 )とはマッキンゼー時代からの知り

合いだったので、やはり最後はオーナー同士の信頼関係で成立したとい

う感じですね。」 3 

「最大のライバルだった MOV は、まっすぐ、真面目にタクシー業界に

向き合ってくれていたので、自分だけじゃなくてもいい、一緒になって

もいいと思うようになりました。私はタクシー出身でテクノロジーは弱

いけれど、相手はテクノロジーが得意です。冷静に考えると、一緒にな

った方がいいと思ったのです。」 4 

「(南場さんに)川鍋さんは、生まれも育ちもタクシーだから、タクシー

の未来を考えて。我々 (DeNA)は IT のプロとして、技術力やマーケティ

ング力がある。一緒になってやったら、すごくいいコンビなんじゃな

い？」 5 

何度も話していくことで、タクシー企業と IT 企業としてのお互いの強みを

活かし、より良いものを作っていけると感じた南場氏と川鍋氏は合併を決断し

た。(クレイジーキルトの原則 ) 

その結果、2020 年に「Japan Taxi」は、DeNA が提供する業界 2 位の「MOV」

と合併することとなった。そして、「JapanTaxi」は「Mobility Technologies」
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(MoT)という社名に変更され、DeNA・日本交通がお互い平等に 38.17％ずつ出

資する形で協力体制が築かれた。  

この合併によってタクシー配車アプリ「Japan Taxi」はタクシーアプリ「GO」

として生まれかわり、約 10 万台もの台数を提供できるサービスにまで拡大し

た。「GO」は、日本交通から完全に独立した形で提供されるようになり、日

本交通は事実上他のタクシー会社と同様に MoT の配車プラットフォームに参

加するタクシー会社の 1 つとなり、MoT は各タクシー会社に対してより中立的

な立場のプラットフォーマーとなった。  

こうして日本交通は、自社の配車サービスをスタート地点として、全国的な

タクシー配車プラットフォームを日本のタクシー業界全体と協力することによ

って作り上げたのである。  

 

図表7 競合配車プラットフォーム企業との共創におけるエフェクチュエー

ション  

手中の鳥の原則  

【自分は何者か】  

・タクシー会社の経営者  

【何を知っているか】  

・全国規模のタクシー配車アプリ  

【誰を知っているか】  

・先代から繋がりのある他のタクシー会社  

許容可能な損失の原則  タクシー事業で賄える損失で進める  

クレイジーキルトの原則  
競合する都内タクシー会社を呼び込んでプラット

フォームを強化する  

レモネードの原則   

飛行中のパイロットの原則  
提供価値向上のために競合他社をプラットフォー

ムに呼び込む  

組織の状態   
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6．分析結果  

 本研究では、日本交通においてタクシー配車サービスからタクシー配車プラ

ットフォームへと事業変革が起こるプロセスの中に、大企業の事業変革の場面

においてもエフェクチュエーションが有効であることが観察できた。  

フレームワークに沿って、各段階における意思決定課題、制約、組織マネジメ

ントの課題を分析する。  

 

図表 8 エフェクチュエーションのプロセスと組織変革の変遷  

 

6.1. 意思決定課題①：資源の形成と蓄積  

 事業変革の第 1 段階の意思決定課題は、資源の形成と蓄積である。この段階

は、許容可能な損失の範囲で技術開発や事業展開を行い、保有する資源を蓄え

る時期だ。この段階の組織マネジメントの課題としては、技術開発における現

場とエンジニアの距離感であった。仮に社内にエンジニアを揃え高い技術力が

あったとしても、技術を利用する現場が使いやすい物でなければ質は下がって

しまう。そうした課題に対応するための環境が、部署ごとの距離が近い組織環

境である。  
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6.2. 意思決定課題②：地方タクシー会社との共創 

第 2 段階の意思決定課題は、地方タクシー会社のプラットフォーム参加の可

否である。この段階では、タクシーの営業エリアの制約を乗り越えるための手

段が、タクシー配車システムのプラットフォーム化と地方タクシー会社との協

力であった。協力にあたっては、制約が異なり、資源を制限していた制約がむ

しろ協力を促す力となった。組織マネジメントの課題は、大企業の階層化した

組織内における意思決定の硬直化であった。日本交通はこれを防ぐためにプラ

ットフォーム運営組織を分離させ、組織の柔軟性を高めて対応した。  

6.3. 意思決定課題③：都内タクシー会社との共創 

第 3 段階の意思決定課題は、都内タクシー会社のプラットフォーム参加の可

否である。プラットフォームの車両供給台数の不足によって都内の競合する他

社との協力を決めた。このとき乗り越えた制約は、保有するタクシー車両台数

の制約であった。都内における日本交通以外のタクシー車両によって、供給が

不足した分を補完してもらうことに成功した。当時の組織マネジメントの課題

は、地方に加え都内の同業他社との連携にも取り組むことでパートナーが多様

化し、より柔軟な対応が求められた点だ。組織の分離によって柔軟かつ素早い

対応を可能にした。  

6.4. 意思決定課題④：競合配車プラットフォーム企業との共創 

第 4 段階の意思決定課題は、競合配車プラットフォーム企業との合併の可否

であった。日本交通が先行者として切り開いた市場において競合プラットフォ

ームが次々に登場したことで、市場での競争力を強化するという新たな目的が

生まれた。この時点における制約は見られない。組織マネジメントの課題は、

日本交通の子会社のままでは企業の発展に限界が生じるであろう点が挙げられ

る。タクシープラットフォーマーとしての新たな目的のために強力なパートナ

ーとの強みを掛け合わせて組織を強化するという戦略をとった。  
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 プロセスの各段階においては、以下の点が明らかになった。  

第 1 段階では、許容可能な損失を考えながら様々な機会を探索するとともに

資源を蓄えるとともに組織内の部署を超えて距離が近いことで、適切な技術開

発などを可能にした。第 2、第 3 段階では、ネットワークや技術力、人材など

の資源を駆使して様々なパートナーを獲得し、資源に加えて制約をてこにする

ことでパートナーを獲得した。様々なパートナーとの共創が起こるこの段階で

は、組織を分離して小規模にすることで経営者の意思決定を正確に反映する柔

軟な組織マネジメントが求められた。第 4 段階ではそれまでの制約を乗り越え、

特定のパートナーと強い協力関係を築くとともに、組織を完全に切り離してパ

ートナーの組織と合併することで新たな目的の形成につなげる。  

 

図表 9 エフェクチュエーションのプロセスの各段階の移行における意思決定  

 

 

 

 事例分析から、4 回の連続的な意思決定プロセスにおいて、概ねエフェクチ

ュエーションが行われていたことが示された。エフェクチュエーションを実施

するにあたって、大企業固有の経営資源を保有していたため、課題や制約を克

服することができたと言える。許容可能な損失の水準や、克服できる課題や制
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約の大きさに関しては、スタートアップとの違いがみられた。また、大企業固

有の組織の問題によって阻害されないように、組織マネジメントの工夫を行っ

ていることが明らかになった。組織マネジメントは、個人の意思決定のみに焦

点を当ててきたエフェクチュエーション理論に欠如した論点であり、今後、研

究の蓄積が求められる。  

7．考察  

  これまでのエフェクチュエーション研究は、熟達した起業家がイノベーシ

ョンを成功させるために用いる個人の意思決定プロセスとして発展してきた。

熟達した起業家個人に焦点を当てているため、当然、組織的な意思決定におけ

る課題やコンフリクトは考慮されてこなかった。つまり、既存資源の視点や、

過去の慣習やネットワークによる組織的な慣性の影響は無視されていたと言え

る。  

 本研究では、大企業の事業変革におけるエフェクチュエーションの活用に焦

点を当てることで、組織の意思決定プロセスでは５つの原則に加えて、既存資

源と組織マネジメントの視点が必要であることを示唆した。  

 具体的には、大企業においても、保有する豊富な資源の活用と適切な組織マ

ネジメントによって、エフェクチュエーションを活用することで、事業変革を

行えることが明らかになった。豊富な資源を活用することで、多様なパートナ

ーを獲得し、パートナーに合わせた事業を変革することで、制約を乗り越え事

業展開を可能にすると言える。  

 また、組織マネジメントを適切に行うことによって、経営者と社員の意思決

定や組織構造変化の対応が柔軟になり、エフェクチュエーションの活用できる

ことが示された。既存事業の変革でエフェクチュエーションを適用する場合、

それまでのコーゼーションでの意思決定プロセスに固執したり、他部署とのコ

ンフリクトによって、意思決定のスピードが遅くなる。それに対して日本交通

は、組織を分離して既存の慣性から切り離したり、適切なタイミングで合併・

独立させることで、創発的な組織の意思決定プロセスを維持することができた

と考えられる。  
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 以上のことから、大企業の事業変革、組織の意思決定プロセスであっても、

エフェクチュエーションの活用が有効であると結論づける。  

8．おわりに  

 本研究では、先行研究であまり焦点が当てられていない大企業における事業

変革プロセスについて、単一事例を分析することによってエフェクチュエーシ

ョンの活用可能性を提示した。本研究の貢献は 4 点ある。  

 第一に、個人の意思決定プロセスとして発展してきたエフェクチュエーショ

ン理論を、組織の意思決定プロセスにも適用できることを示した点である。エ

フェクチュエーション理論は、熟達した起業家の意思決定プロセスから導き出

された理論である。そのため、その適用範囲は個人の意思決定プロセスに限ら

れていた。それに対して、本研究では大企業の事業変革におけるエフェクチュ

エーションの活用に着目したことで、既存資源、組織マネジメントという組織

の意思決定プロセス固有の課題と、それを乗り越えるプロセスを提示した。  

 第二に、これまでエフェクチュエーション理論の研究で、あまり焦点が当て

られてこなかった大企業の事業変革における意思決定プロセスについて、1 つ

の事例を提示したことである。エフェクチュエーション理論に関する研究では、

近年、企業レベルまで理論の拡張が進んでいるものの、大企業で活用された事

例は見られなかった。本研究は単一事例を示すことによって、大企業における

エフェクチュエーションの活用プロセスに関する研究の可能性を示唆する。  

 第三に、事例の分析より、豊富な資源を活用することが課題や制約を克服し、

意思決定の選択において重要な要因であることを示したことだ。資源の活用に

よって、「レモネードの原則」で言われるような制約という困難をチャンスに

かえて事業を変革することが可能になることを明らかにした。  

 第四に、組織のマネジメントを適切に行うことは、大企業がエフェクチュエ

ーションを活用する際に、重要な要因であることを示したことだ。組織のマネ

ジメントによって、資源の適切な開発と柔軟な組織構造の変化を実現し、経営

者の意思決定を明確に反映できることが明らかになった。  

 一方で、本研究の限界点は 2 つ存在し、今後の研究で明らかにされるべき興
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味深い方向性を示している。第一に、我々が日本交通に行ったインタビューは、

振り返りのインタビューであるため、バイアスが含まれていないとは断定でき

ないことだ。第二に、単一事例による分析であるため、本研究から推測される

ことは大企業の事業変革に関して、一般化するまでは至らなかったことだ。他

の大企業においても同様に、豊富な資源の活用によって制約の克服が可能なの

か、エフェクチュエーションと組織マネジメントとの関係性を同様のモデルで

表すことができるのかまでは検証できていない。従って、他の大企業において

もこれらの観点を適用することができるのかについては、今後の研究で拡張さ

れる必要がある。  
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